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平成３０年３月２６日 

墨田区手数料条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

改  正  案 現     行 
  
別表 

 １・２ 〔略〕 

 ３ 建築・都市計画・土木関係 

   〔別紙のとおり〕 
 

別表 

 １・２ 〔略〕 

 ３ 建築・都市計画・土木関係 

   〔別紙のとおり〕 
  

   付 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

※ 建築基準法の一部改正（抄） 

改  正  後 改  正  前 
  
 （用途地域等） 

第４８条 〔略〕 

２～７ 〔略〕 

８ 田園住居地域内においては、別表第２ 

 （ち）項に掲げる建築物以外の建築物は、

建築してはならない。ただし、特定行政庁

が農業の利便及び田園住居地域における良

好な住居の環境を害するおそれがないと認

め、又は公益上やむを得ないと認めて許可

した場合においては、この限りでない。 

９ 近隣商業地域内においては、別表第２ 

 （り）項に掲げる建築物は、建築してはな

らない。ただし、特定行政庁が近隣の住宅

地の住民に対する日用品の供給を行うこと

を主たる内容とする商業その他の業務の利

便及び当該住宅地の環境を害するおそれが

ないと認め、又は公益上やむを得ないと認

めて許可した場合においては、この限りで

ない。 

１０ 商業地域内においては、別表第２（ぬ）

 項に掲げる建築物は、建築してはならない。

 ただし、特定行政庁が商業の利便を害する

おそれがないと認め、又は公益上やむを得

ないと認めて許可した場合においては、こ

の限りでない。 

１１ 準工業地域内においては、別表第２ 

 （る）項に掲げる建築物は、建築してはな

らない。ただし、特定行政庁が安全上若し

 〔同左〕 

第４８条 〔略〕 

２～７ 〔略〕 

  〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

８ 近隣商業地域内においては、別表第２ 

 （ち）項に掲げる建築物は、建築してはな

らない。ただし、特定行政庁が近隣の住宅

地の住民に対する日用品の供給を行うこと

を主たる内容とする商業その他の業務の利

便及び当該住宅地の環境を害するおそれが

ないと認め、又は公益上やむを得ないと認

めて許可した場合においては、この限りで

ない。 

９ 商業地域内においては、別表第２（り） 

 項に掲げる建築物は、建築してはならない。

 ただし、特定行政庁が商業の利便を害する

おそれがないと認め、又は公益上やむを得

ないと認めて許可した場合においては、こ

の限りでない。 

１０ 準工業地域内においては、別表第２ 

 （ぬ）項に掲げる建築物は、建築してはな

らない。ただし、特定行政庁が安全上若し



くは防火上の危険の度若しくは衛生上の有

害の度が低いと認め、又は公益上やむを得

ないと認めて許可した場合においては、こ

の限りでない。 

１２ 工業地域内においては、別表第２（を）

 項に掲げる建築物は、建築してはならない。

 ただし、特定行政庁が工業の利便上又は公 

 益上必要と認めて許可した場合においては、

 この限りでない。 

１３ 工業専用地域内においては、別表第２

（わ）項に掲げる建築物は、建築してはな

らない。ただし、特定行政庁が工業の利便

を害するおそれがないと認め、又は公益上

やむを得ないと認めて許可した場合におい

ては、この限りでない。 

１４ 第一種低層住居専用地域、第二種低層 

 住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、

 第二種中高層住居専用地域、第一種住居地

域、第二種住居地域、準住居地域、田園住

居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業 

 地域、工業地域又は工業専用地域（以下 

 「用途地域」と総称する。）の指定のない

区域（都市計画法第７条第１項に規定する

市街化調整区域を除く。）内においては、

別表第２（か）項に掲げる建築物は、建築

してはならない。ただし、特定行政庁が当

該区域における適正かつ合理的な土地利用

及び環境の保全を図る上で支障がないと認

め、又は公益上やむを得ないと認めて許可

した場合においては、この限りでない。 

１５ 特定行政庁は、前各項のただし書の規

定による許可をする場合においては、あら

かじめ、その許可に利害関係を有する者の 

 出頭を求めて公開による意見の聴取を行い、

 かつ、建築審査会の同意を得なければなら

ない。ただし、前各項のただし書の規定に

よる許可を受けた建築物の増築、改築又は

移転（これらのうち、政令で定める場合に

限る。）について許可をする場合において

は、この限りでない。 

１６ 特定行政庁は、前項の規定による意見

の聴取を行う場合においては、その許可し

ようとする建築物の建築の計画並びに意見

くは防火上の危険の度若しくは衛生上の有

害の度が低いと認め、又は公益上やむを得

ないと認めて許可した場合においては、こ

の限りでない。 

１１ 工業地域内においては、別表第２（る）

 項に掲げる建築物は、建築してはならない。

 ただし、特定行政庁が工業の利便上又は公 

 益上必要と認めて許可した場合においては、

 この限りでない。 

１２ 工業専用地域内においては、別表第２

（を）項に掲げる建築物は、建築してはな

らない。ただし、特定行政庁が工業の利便

を害するおそれがないと認め、又は公益上

やむを得ないと認めて許可した場合におい

ては、この限りでない。 

１３ 第一種低層住居専用地域、第二種低層 

 住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、

 第二種中高層住居専用地域、第一種住居地

域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商

業地域、商業地域、準工業地域、工業地域

又は工業専用地域（以下「用途地域」と総

称する。）の指定のない区域（都市計画法

第７条第１項に規定する市街化調整区域を

除く。）内においては、別表第２（わ）項

に掲げる建築物は、建築してはならない。

ただし、特定行政庁が当該区域における適

正かつ合理的な土地利用及び環境の保全を

図る上で支障がないと認め、又は公益上や

むを得ないと認めて許可した場合において

は、この限りでない。 

１４ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１５ 〔同左〕 



の聴取の期日及び場所を期日の３日前まで

に公告しなければならない。 
  

【施行期日】平成３０年４月１日 

 


